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玉城 貴志（たまき たかし）

１９７８年（Ｓ５３） １１月１日生 沖縄県うるま市出身 42歳

【職 歴】 平成１１年４月 旧石川市 水道課 採用

平成１４年４月 旧石川市 納税課 徴収係 配属

平成１７年４月 ２市２町合併によりうるま市誕生

平成２１年４月 うるま市 経済部 商工課 労政係 配属

平成２２年４月 うるま市 経済部 企業立地雇用推進課 雇用労政係 組織再編

平成２７年４月 内閣府沖縄総合事務局 経済産業部 企画振興課 出向

平成２９年４月 うるま市 企画部 企画政策課 政策調整係 帰任

自己紹介



うるま市ってどんなところ

伊計島

宮城島
平安座島

浜比嘉島

津堅島

具志川地域

石川地域

勝連地域

与那城地域

サンゴの島

面積：約87㎢（県6位）
人口：123,234人（県3位）

平成17年4月に市町村合併により誕生



うるま市の課題①

市庁舎：旧市町村の4庁舎 社会体育施設：体育館（3施設）プール（3施設）陸上競技場等（4施設）

文化施設：芸術劇場（3施設） 教育施設：学校（小学校18校 中学校10校） 給食センター（7施設） など

公共施設の維持・管理・補修・建替 合併市町村であるが故の課題

うるま市公共施設マネジメント計画より抜粋



うるま市の課題②

市の財政状況の推移 扶助費の増加による政策的経費の縮減

やりたいことが思うようにやれないお財布事情

うるま市公共施設マネジメント計画より抜粋



うるま市の課題③

島しょ地域

人口減少

過疎化

学校の統廃合

うるま市特有の課題

離島県にあってさらに離島を有する



うるま市の課題④

早世率の高さ うるま市特有の課題

健康うるま21より抜粋

全国平均を上回る早世率 スポーツ実施率は42.1%と全国の59.9%と比べ極めて低い



課題解決のための仮説として

うるま市
の課題

財政
状況

公共
施設

早世

島しょ
地域

課題解決のために必要なこと

①過剰の公共施設の整理・縮小
②歳出抑制
③歳入確保

④運動機会の創出（利便性の向上）

コストセンターとなっている公共施設をプロフィットセンターへ

①指定管理制度の導入
②ＰＰＰなどを取り入れた展開

収益性をあげたとして更新に係る費用の問題が後年発生

①現状として投資せざるを得ない公共施設を活用
②その機能そのものを民間で担ってもらう

学校施設の有効活用
部活動の民営化



未来予想図

理想の姿



少しずつでも確実なステップアップを

未
来
予
想
図
の
実
現

学校夜間開放
事業

コミュニティス
クールの導入

運動部活動へ
外部指導者の
派遣

社会体育施設
の指定管理化
（教育部局から
市長部局への
移管）

学校施設の指
定管理化の検
討

民間併用の学
校施設整備へ

H27以前 R2 R3H28 H29 H30

一朝一夕にはいかない教育部局との調整

うるま市の例



運動部活動の外部指導者派遣

うるま市教育員会 地域企業等
（県内ホームセンター様）

スポーツチーム・指導者市内中学校・部活動

コーディネーター
提案・調整課題抽出

調整

連携

現場指導

支援（外部資金確保）

県内プロスポーツチームや企業等

学校内（生徒・保護者）への
企業紹介等（プロモーション）

ブランディング

支援企業や指導者所属企業等の商品PR・アンケート調査等の実施の可能性の検証

取っ掛かりは分かりやすく



社会体育施設の指定管理化

新たな予約システム導入による市民サービスの向上

管理技術の向上によりキャンプ誘致の実現
地域活性化に寄与

教育部局
管理 指定管理

スポーツ教室の充実による
市民の健康増進に寄与

時には強引なことも

今年のサッカーキャンプの様子
湘南ベルマーレ



学校施設の指定管理化検討

（教育委員会

コロナ禍で教育行政が変革を求められているのを機に



民間併用の学校施設整備へ

いまこそ国と地方と民間一体での仕掛け時

うるま市立 与勝第二中学校 ●体育館が老朽化
●国の耐震基準も満たしていないことから使用禁止状態
●地域は過疎化が進んでおり、体育館の取り壊しを含む学校の
統廃合の検討が昨年行われた

●結果として、今しばらくは現状維持との結論となった
●そのため体育館は建替えとなるが、10年もすると生徒数は
ほとんどいなくなる状況から設計段階から次の使い方を見越した
考えが盛り込めないものか模索中

従来の補助制度

○ ✕

用途は学校施設のみ

補助金制度要綱及び交付要綱上に明記することで活用側は動きやすくなる

官民連携手法を用いた場合は要件緩和・追加補助

新たな補助制度

○




